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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用し

ております。 

  

回次 第85期中 第86期中 第87期中 第85期 第86期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 37,255 37,768 37,841 74,922 75,540

経常利益 (百万円) 3,116 3,725 3,953 6,205 7,136

中間(当期)純利益 (百万円) 1,704 2,158 2,561 3,417 3,886

純資産額 (百万円) 44,308 50,299 62,324 45,490 54,637

総資産額 (百万円) 108,325 107,620 103,387 108,547 98,739

１株当たり純資産額 (円) 479.02 519.24 570.46 493.84 543.49

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 18.42 23.31 23.85 36.54 40.23

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 14.36 18.52 22.58 28.49 33.24

自己資本比率 (％) 40.90 46.74 60.28 41.91 55.33

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 6,552 3,653 7,674 8,477 6,346

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △676 △1,305 △1,114 △1,570 △2,023

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △1,150 △2,584 △3,069 △2,875 △11,912

現金及び現金同等物 
の中間(期末)残高 

(百万円) 17,965 17,035 13,171 17,271 9,681

従業員数 (人) 1,744 1,749 1,740 1,714 1,708



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用し

ております。 

  

回次 第85期中 第86期中 第87期中 第85期 第86期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 36,100 36,952 36,930 72,979 74,001

経常利益 (百万円) 3,433 3,944 3,778 6,742 7,147

中間(当期)純利益 (百万円) 1,755 2,073 2,476 3,340 3,680

資本金 (百万円) 17,000 19,489 22,977 17,127 20,737

発行済株式総数 (千株) 94,518 102,375 112,106 94,922 105,992

純資産額 (百万円) 48,981 54,758 66,578 50,035 58,976

総資産額 (百万円) 112,152 111,323 106,643 112,356 102,416

１株当たり純資産額 (円) 529.54 565.28 609.39 543.22 586.69

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 18.97 22.39 23.06 35.71 38.07

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 14.79 17.79 21.83 27.84 31.46

１株当たり配当額 (円) 6.00 7.50 8.50 12.00 15.00

自己資本比率 (％) 43.67 49.19 62.43 44.53 57.58

従業員数 (人) 1,695 1,708 1,718 1,665 1,677



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び連結子会社)が営んでいる事業の内容に重要な変更はありま

せん。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 臨時従業員数は従業員の100分の10未満につき記載を省略しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 臨時従業員数は従業員の100分の10未満につき記載を省略しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

平成18年９月30日現在の組合員数は、1,175人であり、上部団体の「JEC連合」に加盟しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

薬業 1,729 

不動産事業 11 

合計 1,740 

従業員数(人) 1,718 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、企業収益の向上にともない、民間設備投資の増加や個人消費及び雇用・所

得環境が、緩やかな回復基調に推移いたしました。 

医薬品業界におきましては、本年４月に業界平均6.7％の薬価引き下げが行われ、さらには後発品の使用促進が強

化されるなど、医療費抑制策が一層進展しており、経営環境はますます厳しいものとなっております。 

このような状況の下、当社グループは医療現場のニーズに即した付加価値の高い情報活動による地域密着型の営

業展開につとめてまいりました。 

以上の結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高37,841百万円(対前年同期比0.2％増)となりました。利益面に

つきましては、研究開発費の増加により営業利益は4,172百万円(対前年同期比8.1％減)となりましたが、前連結会

計年度において、持分法適用関連会社を清算したことによる負担の減少及び長期未払金の一括返済による金利負担

の減少により経常利益は3,953百万円(対前年同期比6.1％増)、中間純利益は2,561百万円(対前年同期比18.7％増)と

なりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

① 薬業 

医薬品につきましては、主力品の関節機能改善剤「アルツ」が数量を大幅に増加させて売上を伸ばし、高脂血

症治療剤「リピディル」、医療機器の合成吸収性癒着防止材「セプラフィルム」も順調に伸長いたしました。３

品目を新発売した後発品も売上を伸ばしましたが、慢性動脈閉塞症治療剤「プロサイリン」、鎮痛消炎貼付剤

「アドフィード等」は減収となりました。創傷治癒促進剤「フィブラストスプレー」は薬価の引き下げを数量増

で補いきれずに微減となりました。 

農業薬品につきましては、農薬の使用抑制による厳しい市場環境の中で、果樹・野菜・芝用殺菌剤「ポリオキ

シン」は増収となりました。飼料添加物「サリノマイシン」も増収となりましたが、水稲用除草剤「ペントキサ

ゾン」及び「コリスチン」は微減となりました。 

その結果、売上高は36,662百万円(対前年同期比0.1％増)、営業利益は3,485百万円(対前年同期比11.6％減)と

なりました。 

なお、海外への売上高は1,759百万円であります。 

② 不動産事業 

不動産事業につきましては、文京グリーンコートの地代収入が主であり、ほぼ前年実績どおりとなりました。 

その結果、売上高は1,179百万円(対前年同期比1.8％増)、営業利益は686百万円(対前年同期比15.5％増)となり

ました。 

また、当中間連結会計期間より、事業の種類別セグメントの名称をその他事業から不動産事業に変更しており

ます。 

  

なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前中間連結会計期間に比べ3,863百

万円(22.7％)減少し、当中間連結会計期間末には13,171百万円となりました。 

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は7,674百万円であり、前中間連結会計期間に比べ4,020

百万円(110.0％)増加いたしました。増加の主な要因は、税金等調整前中間純利益が増加したことに加え、法人税等

の還付額があったことなどによるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は1,114百万円(前中間連結会計期間は1,305百万円の減

少)となりました。これは、主に有形固定資産の取得に対する支出によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は3,069百万円(前中間連結会計期間は2,584百万円の減

少)となりました。これは、自己株式の取得及び配当金の支払によるものであります。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 金額は、販売価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 金額は、仕入価格によっております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 受注状況 

当社グループは、販売計画に基づく生産計画によって生産を行っており、受注生産は行っておりません。 

  

(4) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 
  

(注) ㈱メディセオ・パルタックホールディングスは、平成17年10月１日付で㈱メディセオホールディングスより商号変

更しております。 

  

２ 海外売上高は、総販売実績に対する割合が100分の10未満につき記載を省略しております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

上記につき、当中間連結会計期間より、事業の種類別セグメントの名称をその他事業から不動産事業に変更して

おります。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

薬業 15,224 △5.0 

不動産事業 ― ― 

合計 15,224 △5.0 

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(百万円) 前年同期比(％) 

薬業 14,042 ＋8.7 

不動産事業 ― ― 

合計 14,042 ＋8.7 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

薬業 36,662 ＋0.1 

不動産事業 1,179 ＋1.8 

合計 37,841 ＋0.2 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

アルフレッサ㈱ 5,724 15.2 5,897 15.6

㈱メディセオ・パルタッ
クホールディングス 

5,886 15.6 5,582 14.8

㈱スズケン 5,302 14.0 5,202 13.7



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題は、次のとおりであります。 

(内部統制の確立とリスク管理の徹底) 

内部統制の強化とリスク管理の徹底により、業務の効率化とコンプライアンスを推進し、経営目標の達成を確実な

ものとします。「財務報告に係る内部統制の評価及び監査の基準」に対応し、財務報告の信頼性の確保に向けた取り

組みをスタートいたしました。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間における重要な契約は次のとおりであります。 

(販売契約(導入)) 

(注) 上記の契約会社名は、当社(提出会社)であります。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、真に有効かつ安全な新薬を求め、長年にわたって蓄積してきた技術と一人ひとりの自由な発想を

もとに、世界に通用する新薬の創製をめざして積極的な研究開発活動を行っております。 

現在、研究開発は当社の研究開発本部を中心に、研究部門と開発部門の密な連携により積極的な研究開発活動を行

っております。 

研究開発スタッフは、グループ全体で298人で総従業員の約17％に当たっております。 

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費は3,274百万円であります。 

  

事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと、次のとおりであります。 

(1) 薬業 

医薬品を中心に農業薬品、動物薬などの基礎的研究、臨床試験等の研究開発を行っております。 

当中間連結会計期間の研究・開発の状況は次のとおりであります。 

肺高血圧症治療剤の製造販売承認を申請いたしました。 

臨床段階のものといたしましては、フィブラストスプレーの適応症追加(糖尿病性皮膚潰瘍)及び帯状疱疹後神経

痛治療剤のフェーズⅡが終了し、次相に向け準備中であります。 

骨折治癒促進剤、歯周病治療剤、下垂体性低身長症治療剤、深在性真菌症治療剤(SPK-843)、気管支喘息治療剤は

臨床試験(いずれもフェーズⅡ)を実施中であります。 

なお、bFGF(塩基性線維芽細胞成長因子)に関しましては、前連結会計年度に全世界における権利を取得し、欧米

への導出に向けパートナー候補先と鋭意交渉を進めております。 

基礎段階のものといたしましては、骨粗鬆症治療剤、炎症性疾患治療剤、アレルギー治療剤、鎮痛剤、深在性真

菌症治療剤などについて研究を継続中であります。 

契約先 国名 契約内容 契約期間 

東レ株式会社 日本 TRK-100STPの共同販売権
2006年９月から 
販売期間中 



農業薬品につきましては、水稲用除草剤ペントキサゾンと果樹・野菜・芝用殺菌剤ポリオキシンについて新規混

合剤開発及び適用拡大を推進し、登録申請をするとともに、農薬新ガイドライン対応のための各種試験を計画に従

って実施いたしました。 

また、新規微生物農薬の開発、畑作除草剤の他社へのライセンス交渉などを進めております。 

当事業に係る研究開発費は3,274百万円であります。 

  

(2) 不動産事業 

研究開発活動は行っておりません。 

  

なお、上記金額には消費税等は含まれておりません。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末において、当中間連結会計期間の重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

当中間連結会計期間に実施されたものはありません。 

また、当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

  

② 【発行済株式】 
  

(注) 提出日現在の発行数には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使(旧商法に基づき発行された

転換社債の株式への転換を含む。)により発行された株式数は、含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 商法等改正整備法第19条第２項の規定により新株予約権付社債とみなされる転換社債 

科研製薬株式会社2007年９月30日満期円建転換社債(平成12年７月26日発行) 

  

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注) 新株予約権の行使(旧商法に基づき発行された転換社債の株式への転換及び新株予約権付社債の権利行使を含む。)による増

加であります。 

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 360,000,000

計 360,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月12日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 112,106,450 112,106,450
東京証券取引所
(市場第１部) 

― 

計 112,106,450 112,106,450 ― ― 

  
中間会計期間末現在
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

転換社債の残高(百万円) 1,747 1,747

転換価格(円) 630 630

資本組入額(円) 316 316

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年４月１日～ 
平成18年９月30日 

6,113,760 112,106,450 2,239 22,977 2,227 21,677



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 大株主は平成18年９月30日現在の株主名簿に基づくものであります。(所有株式数は千株未満を切り捨てて表示しており
ます。) 
なお、平成18年９月30日付でMorgan Stanley Japan Securities Co.,Ltd.(共同保有者Morgan Stanley ＆ Co. 
Incorporated、Morgan Stanley ＆ Co.International Limited、MSDW Equity Financing Services I(Cayman)Ltd.、MSDW 
Equity Financing Services (Luxembourg)S.a.r.l)並びに平成18年６月14日付でアクサ・ローゼンバーグ証券投資顧問㈱
から大量保有報告書(変更報告書)が関東財務局に提出されておりますが、当社として当中間会計期間末の実質所有株式数
が確認できない部分については上記表には含めておりません。 

  
(大量保有報告書(変更報告書)の内容) 

  

  

  

２ 当社が保有する自己株式数は、2,853千株(2.55％)であります。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

ソニー生命保険株式会社 東京都港区南青山１―１―１ 6,134 5.47

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社(信託口) 

東京都港区浜松町２―11―３ 5,784 5.16

東レ株式会社 東京都中央区日本橋室町２―１―１ 4,589 4.09

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社(信託口) 

東京都中央区晴海１―８―11 4,023 3.59

株式会社みずほ銀行 

東京都中央区晴海１―８―12
晴海アイランドトリトンスクエアオフィ
スタワーＺ棟 
常任代理人資産管理サービス信託銀行㈱ 

3,686 3.29

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１―13―２ 3,686 3.29

バンク オブ ニューヨーク 
ジーシーエム クライアント 
アカウンツ イー 
アイエスジー 

東京都千代田区丸の内２―７―１
常任代理人㈱三菱東京UFJ銀行 
カストディ業務部 

2,112 1.88

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
505019 

東京都中央区日本橋兜町６―７
常任代理人㈱みずほコーポレート銀行 
兜町証券決済業務室 

1,958 1.75

科研製薬従業員持株会 東京都文京区本駒込２―28―８ 1,549 1.38

日本生命保険相互会社 
東京都千代田区丸の内１―６―６
日本生命証券管理部内 

1,487 1.33

計 ― 35,012 31.23

大量保有者名 

  

MSDW Equity Financing 

Services (Luxembourg)

S.a.r.l 

Morgan Stanley ＆ 

Co.International Limited 

MSDW Equity Financing 

Services I(Cayman)Ltd. 

他２社 

保有株式数 3,940千株 3,731千株 3,632千株 

株式保有割合 3.51％ 3.33％ 3.24％ 

大量保有者名 

  

アクサ・ローゼンバーグ 

証券投資顧問㈱ 

保有株式数 6,003千株 

株式保有割合 5.35％ 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が40,000株(議決権40個)含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

(注) 株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権１個)あります。 

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含まれております。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は、東京証券取引所市場第１部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

2,853,000 
― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

107,731,000 
107,731 ― 

単元未満株式 
普通株式 

1,522,450 
― ― 

発行済株式総数 112,106,450 ― ― 

総株主の議決権 ― 107,731 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
科研製薬㈱ 

東京都文京区 
本駒込２-28-８ 

2,853,000 ― 2,853,000 2.55

計 ― 2,853,000 ― 2,853,000 2.55

月別 平成18年４月 平成18年５月 平成18年６月 平成18年７月 平成18年８月 平成18年９月

最高(円) 990 932 870 867 868 858

最低(円) 912 824 795 785 802 781



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸表規則に基

づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

いて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日ま

で)及び当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財務諸表並びに前中間会計期間

(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の

中間財務諸表について、聖橋監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    17,035 11,672   9,681 

２ 受取手形及び売掛金 ※３  32,866 34,868   32,369 

３ 有価証券    149 1,519   149 

４ たな卸資産    9,920 9,616   9,657 

５ 繰延税金資産    1,240 1,156   992 

６ その他    1,849 2,018   2,411 

  貸倒引当金    △6 △8   △6 

流動資産合計    63,057 58.6 60,844 58.9   55,256 56.0

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１ 
※２        

(1) 建物及び構築物   19,343   18,975 19,137   

(2) 土地   3,899   3,331 3,331   

(3) その他   2,659 25,902 3,043 25,351 2,967 25,435 

２ 無形固定資産    245 274   298 

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券 ※２ 8,450   10,769 11,270   

(2) 繰延税金資産   5,812   3,362 3,467   

(3) その他   4,339   2,973 3,198   

貸倒引当金   △187 18,415 △187 16,918 △187 17,749 

固定資産合計    44,563 41.4 42,543 41.1   43,482 44.0

資産合計    107,620 100.0 103,387 100.0   98,739 100.0



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金 ※３  13,091 16,186   12,301 

２ 短期借入金 ※２  5,380 5,380   5,380 

３ 一年以内償還予定 
  転換社債    ― 1,747   ― 

４ 未払金    3,313 3,714   3,488 

５ 未払法人税等    1,508 1,764   118 

６ 繰延税金負債    0 0   0 

７ 賞与引当金    1,140 1,155   1,149 

８ 返品調整引当金    15 33   24 

９ 売上割戻引当金    781 869   807 

10 設備支払手形 ※３  30 81   42 

11 その他 ※２  1,124 1,126   939 

流動負債合計    26,387 24.5 32,058 31.0   24,254 24.6

Ⅱ 固定負債          

１ 社債    9,900 ―   8,395 

２ 転換社債    2,785 ―   1,797 

３ 長期借入金    3,000 3,000   3,000 

４ 長期未払金 ※２  8,458 ―   ― 

５ 繰延税金負債    248 229   239 

６ 退職給付引当金    5,861 5,057   5,737 

７ 役員退職慰労引当金    272 323   297 

８ その他    408 394   381 

固定負債合計    30,933 28.8 9,004 8.7   19,848 20.1

負債合計    57,320 53.3 41,062 39.7   44,102 44.7

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    19,489 18.1 ― ―   20,737 21.0

Ⅱ 資本剰余金    18,220 16.9 ― ―   19,462 19.7

Ⅲ 利益剰余金    14,427 13.4 ― ―   15,428 15.6

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    1,909 1.8 ― ―   2,793 2.8

Ⅴ 自己株式    △3,747 △3.5 ― ―   △3,784 △3.8

資本合計    50,299 46.7 ― ―   54,637 55.3

負債及び資本合計    107,620 100.0 ― ―   98,739 100.0

           



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    ― ― 22,977 22.2   ― ―

２ 資本剰余金    ― ― 21,857 21.2   ― ―

３ 利益剰余金    ― ― 17,193 16.6   ― ―

４ 自己株式    ― ― △2,290 △2.2   ― ―

株主資本合計    ― ― 59,737 57.8   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    ― ― 2,574 2.5   ― ―

２ 繰延ヘッジ損益    ― ― 13 0.0   ― ―

評価・換算差額等 
合計    ― ― 2,587 2.5   ― ―

純資産合計    ― ― 62,324 60.3   ― ―

負債純資産合計    ― ― 103,387 100.0   ― ―

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    37,768 100.0 37,841 100.0   75,540 100.0

Ⅱ 売上原価    18,988 50.3 19,177 50.7   38,492 51.0

売上総利益    18,779 49.7 18,663 49.3   37,047 49.0

返品調整引当金 
繰入額    5 0.0 8 0.0   15 0.0

差引売上総利益    18,774 49.7 18,654 49.3   37,032 49.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費          

１ 広告宣伝費   308   310 599   

２ 販売促進費   1,022   964 1,995   

３ 特許権使用料   205   200 434   

４ 貸倒引当金繰入額   ―   1 ―   

５ 給料   3,850   3,864 7,713   

６ 賞与   10   9 839   

７ 賞与引当金繰入額   724   750 748   

８ 福利厚生費   607   616 1,217   

９ 退職給付費用   516   474 1,026   

10 役員退職慰労引当金 
  繰入額   24   26 50   

11 動産不動産賃借料   978   1,004 1,986   

12 旅費交通費   765   689 1,512   

13 研究開発費   2,961   3,274 6,045   

14 減価償却費   81   71 169   

15 その他   2,178 14,235 37.7 2,221 14,482 38.3 4,333 28,673 37.9

営業利益    4,538 12.0 4,172 11.0   8,359 11.1

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   14   9 25   

２ 受取配当金   50   62 90   

３ 為替差益   9   5 22   

４ 保険金収入   13   ― 16   

５ 包括仕入割戻   ―   ― 110   

６ 雑収益   32 120 0.3 86 164 0.4 67 332 0.4

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   205   58 410   

２ 持分法による 
  投資損失   401   ― 401   

３ 退職給付会計変更時 
  差異償却額   262   262 524   

４ たな卸資産処分損   51   ― 152   

５ 雑損失   12 933 2.4 62 382 1.0 66 1,555 2.1

経常利益    3,725 9.9 3,953 10.4   7,136 9.4



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅵ 特別利益          

１ 固定資産売却益   ―   ― 147   

２ 投資有価証券売却益   444   ― 1,612   

３ 退職給付信託設定益   ―   342 ―   

４ その他   10 454 1.2 ― 342 0.9 10 1,770 2.4

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産除却損 ※１ 28   21 179   

２ 減損損失 ※２ 268   ― 268   

３ 関係会社整理損   ―   ― 1,112   

４ ゴルフ会員権評価損   5   ― 9   

５ その他   0 302 0.8 ― 21 0.0 9 1,579 2.1

税金等調整前 
中間(当期)純利益    3,877 10.3 4,274 11.3   7,327 9.7

法人税、住民税 
及び事業税   1,383   1,640 1,129   

法人税等調整額   334 1,718 4.6 71 1,712 4.5 2,312 3,441 4.6

中間(当期)純利益    2,158 5.7 2,561 6.8   3,886 5.1

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

(注) 新株予約権付社債の権利行使による新株の発行は、転換社債の転換による新株の発行を含む。 

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 15,873 15,873

Ⅱ 資本剰余金増加高  

１ 新株予約権付社債の権利 
  行使による新株の発行 

2,347 3,587  

２ 自己株式処分差益 0 2,347 0 3,588

Ⅲ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

18,220 19,462

   

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 12,859 12,859

Ⅱ 利益剰余金増加高  

中間(当期)純利益 2,158 2,158 3,886 3,886

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１ 配当金 552 1,278  

２ 役員賞与 39 591 39 1,317

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

14,427 15,428

   



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高(百万円) 20,737 19,462 15,428 △3,784 51,843 

中間連結会計期間中の変動額           

 新株の発行 2,239 2,227     4,467 

 剰余金の配当(注)     △753   △753 

 役員賞与(注)     △43   △43 

 中間純利益     2,561   2,561 

 自己株式の取得       △2,318 △2,318 

 自己株式の処分   168   3,812 3,980 

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

2,239 2,395 1,764 1,493 7,893 

平成18年９月30日残高(百万円) 22,977 21,857 17,193 △2,290 59,737 

  
評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,793 ― 2,793 54,637 

中間連結会計期間中の変動額         

 新株の発行       4,467 

 剰余金の配当(注)       △753 

 役員賞与(注)       △43 

 中間純利益       2,561 

 自己株式の取得       △2,318 

 自己株式の処分       3,980 

株主資本以外の項目の中間連結 
会計期間中の変動額(純額) 

△219 13 △206 △206 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) 

△219 13 △206 7,687 

平成18年９月30日残高(百万円) 2,574 13 2,587 62,324 



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間(当期) 
純利益 

 3,877 4,274 7,327

２ 減価償却費  915 944 1,940

３ 減損損失  268 ― 268

４ 長期前払費用の償却額  396 352 818

５ 受取利息及び受取配当金  △64 △72 △115

６ 支払利息  205 58 410

７ 持分法による投資損失  401 ― 401

８ 関係会社整理損  ― ― 1,112

９ 投資有価証券売却益  △444 ― △1,612

10 退職給付信託設定益  ― △342 ―

11 有形固定資産除却損  28 21 178

12 売上債権の増減額 
(△は増加) 

 698 △2,498 1,195

13 たな卸資産の増減額 
(△は増加) 

 329 40 592

14 仕入債務の増減額 
(△は減少) 

 127 3,884 △663

15 未払消費税等の増減額 
(△は減少) 

 △34 111 △76

16 役員賞与の支払額  △39 △43 △39

17 その他  △865 588 △1,445

小計  5,799 7,319 10,295

18 利息及び配当金の受取額  64 71 115

19 利息の支払額  △205 △57 △410

20 法人税等の支払額  △2,005 △195 △3,653

21 法人税等の還付額  ― 536 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 3,653 7,674 6,346

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 有形固定資産の 
取得による支出 

 △624 △822 △1,532

２ 有形固定資産の 
売却による収入 

 5 ― 697

３ 無形固定資産の 
取得による支出 

 △19 △94 △54

４ 投資有価証券の 
取得による支出 

 △1,199 △295 △3,669

５ 投資有価証券の 
売却による収入 

 585 ― 2,600

６ 長期前払費用に 
かかる支出 

 △8 △8 △42

７ その他  △45 106 △22

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,305 △1,114 △2,023



  

  

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  

１ 長期未払金の一括返済 
による支出 

 ― ― △8,560

２ 自己株式の取得・売却 
による純支出 

 △2,032 △2,316 △2,073

３ 親会社による配当金の 
支払額 

 △552 △753 △1,278

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △2,584 △3,069 △11,912

Ⅳ 現金及び現金同等物に 
係る換算差額 

 ― ― ―

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増減額(△は減少) 

 △236 3,490 △7,590

Ⅵ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 17,271 9,681 17,271

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

 17,035 13,171 9,681

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

  連結子会社数 ４社 全子会社

を連結しております。 

   連結子会社の名称 

    科研不動産サービス㈱ 

    科研ファルマ㈱ 

    科研物流㈱ 

    ㈱フジカ 

１ 連結の範囲に関する事項 

  連結子会社数 ３社 全子会社

を連結しております。 

   連結子会社の名称 

    科研不動産サービス㈱ 

    科研ファルマ㈱ 

    ㈱フジカ 

１ 連結の範囲に関する事項 

  連結子会社数 ３社 全子会社

を連結しております。 

   連結子会社の名称 

    科研不動産サービス㈱ 

    科研ファルマ㈱ 

    ㈱フジカ 

  従来、連結子会社に含めていた

科研物流㈱は、科研不動産サービ

ス㈱への吸収合併により解散した

ため、連結の範囲から除外してお

ります。 

  なお、当該会社の平成17年４月

１日から平成18年１月31日までの

損益については連結財務諸表に含

めております。 

２ 持分法の適用に関する事項 

  持分法を適用した関連会社数 

１社 

  全関連会社に持分法を適用して

おります。 

  会社等の名称 

    ㈱エヌ・ケー・キューレッ

クス 

２ 持分法の適用に関する事項 

  持分法を適用した関連会社数 

―社 

  持分法非適用の関連会社はあり

ません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

  持分法を適用した関連会社数 

―社 

  従来、持分法適用の関連会社で

ありました㈱エヌ・ケー・キュー

レックスは、平成18年３月に清算

結了により、持分法から除外して

おります。 

  なお、みなし解散日を当中間連

結会計期間末とし、当該会社の平

成17年４月１日から平成17年９月

30日までの損益については連結財

務諸表に含めております。 

  また、持分法非適用の関連会社

はありません。 

３ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

   ａ 満期保有目的の債券 

      償却原価法(定額法) 

   ｂ その他有価証券 

     時価のあるもの 

      中間連結決算末日の市

場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法に

より算定しておりま

す。) 

３ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

   ａ 満期保有目的の債券 

同左 

   ｂ その他有価証券 

     時価のあるもの 

      中間連結決算末日の市

場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資

産直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法

により算定しておりま

す。) 

３ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

   ａ 満期保有目的の債券 

同左 

   ｂ その他有価証券 

     時価のあるもの 

      連結決算期末日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法に

より算定しておりま

す。) 

     時価のないもの 

      移動平均法による原価

法 

     時価のないもの 

同左 

     時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ 

      時価法 

  ② デリバティブ 

同左 

  ② デリバティブ 

同左 

  ③ たな卸資産 

      総平均法による原価法 

  ③ たな卸資産 

同左 

  ③ たな卸資産 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

   有形固定資産 

    定率法 

     ただし、駒込事業所の建

物、構築物及び機械装置に

ついては定額法 

     子会社については主とし

て定額法 

     なお、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附

属設備を除く)について

は、定額法を採用しており

ます。 

     主な耐用年数は次のとお

りであります。 

    建物及び構築物 ３～60年 

    その他(機械装置 

    及び運搬具)   ２～17年 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

   有形固定資産 

    定率法 

     ただし、駒込事業所の建

物、構築物及び機械装置に

ついては定額法 

     子会社については主とし

て定額法 

     なお、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附

属設備を除く)について

は、定額法を採用しており

ます。 

     主な耐用年数は次のとお

りであります。 

    建物及び構築物 ３～60年 

    その他(機械装置 

    及び運搬具)   ２～８年 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

   有形固定資産 
    定率法 
     ただし、駒込事業所の建

物、構築物及び機械装置に
ついては定額法 

     子会社については主とし
て定額法 

     なお、平成10年４月１日
以降取得した建物(建物附
属設備を除く)について
は、定額法を採用しており
ます。 

     主な耐用年数は次のとお
りであります。 

    建物及び構築物 ３～60年 
    その他(機械装置 

    及び運搬具)   ２～17年 

   無形固定資産 

    定額法 

     なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用して

おります。 

   無形固定資産 

同左 

   無形固定資産 

同左 

   長期前払費用 

    定額法 

   長期前払費用 

同左 

   長期前払費用 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

     売上債権等の貸倒れによ

る損失に備えて、一般債権

については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しておりま

す。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  ① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

     従業員の賞与支給に備え

て、支給対象期間に基づく

賞与支給見込額を計上して

おります。 

  ② 賞与引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

同左 

  ③ 返品調整引当金 

     当中間連結会計期間末日

後の返品による損失に備え

て、売掛債権を基準とし法

人税法に規定する限度相当

額を計上しております。 

  ③ 返品調整引当金 

同左 

  ③ 返品調整引当金 

     当連結会計年度末日後の

返品による損失に備えて、

売掛債権を基準とし法人税

法に規定する限度相当額を

計上しております。 

  ④ 売上割戻引当金 

     販売した製商品に対する

将来の売上割戻しに備え

て、当中間連結会計期間末

売掛金に割戻見積率を乗じ

た金額を計上しておりま

す。 

  ④ 売上割戻引当金 

同左 

  ④ 売上割戻引当金 

     販売した製商品に対する

将来の売上割戻しに備え

て、当連結会計年度末売掛

金に割戻見積率を乗じた金

額を計上しております。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ⑤ 退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備え

て、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末におい

て発生していると認められ

る額を計上しております。 

     なお、会計基準変更時差

異(7,874百万円)について

は、15年による均等額を費

用処理しております。 

     過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により

費用処理しております。 

     数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理することとしておりま

す。 

  ⑤ 退職給付引当金 

同左 

  ⑤ 退職給付引当金 

     従業員の退職給付に備え

て、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上

しております。 

     会計基準変更時差異は、

15年による均等額を費用処

理しております。 

     過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により

費用処理しております。 

     数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(10

年)による定額法により按

分した額をそれぞれ発生の

翌連結会計年度から費用処

理しております。 

  ⑥ 役員退職慰労引当金 

     役員の退職慰労金の支給

に備えて、内規に基づく中

間期末要支給額を計上して

おります。 

  ⑥ 役員退職慰労引当金 

同左 

  ⑥ 役員退職慰労引当金 

     役員の退職慰労金の支給

に備えて、内規に基づく期

末要支給額を計上しており

ます。 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

    外貨建金銭債権債務は、中

間連結決算日の直物為替相場

により円貨に換算し、換算差

額は損益として処理しており

ます。 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

同左 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

    外貨建金銭債権債務は、連

結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会

計処理によっております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

     原則として繰延ヘッジ処

理によっております。 

     なお、特例処理の要件を

満たしている金利スワップ

については特例処理に、振

当処理の要件を満たしてい

る為替予約については振当

処理によっております。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

     ヘッジ手段 

      金利スワップ取引及び

為替予約取引 

     ヘッジ対象 

      変動金利による長期借

入金、外貨建金銭債権債

務及び外貨建予定取引 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

     資金調達及び外貨建取引

金額の範囲内で取り組んで

おり、投機的な取引は行わ

ない方針であります。 

  ③ ヘッジ方針 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

     ヘッジ対象とヘッジ手段

の重要な条件が同一であ

り、ヘッジ開始時及びその

後も継続して相場変動を完

全に相殺するものと想定す

ることができるため、有効

性の判定は省略しておりま

す。 

     また、特例処理によって

いる金利スワップ及び振当

処理によっている為替予約

についても同様に有効性の

判定を省略しております。 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

    消費税等の会計処理は、税

抜方式を採用しております。 

 (7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

   消費税等の会計処理 

同左 

 (7) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

   消費税等の会計処理 

同左 

４ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

   手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の

到来する短期投資からなってお

ります。 

４ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

４ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



  
会計処理の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準(「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」(企業会計審議会 平

成14年８月９日))及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

(企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日)を適用しておりま

す。これにより税金等調整前中間純

利益は268百万円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当連結会計年度より、固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日)を適用しております。こ

れにより税金等調整前当期純利益は

268百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

おります。 

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」(企業会計基準第５号

平成17年12月９日)及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」(企業会計基準

適用指針第８号 平成17年12月９

日)を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は62,311百万円でありま

す。 

 また、これによる損益の影響はあ

りません。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正にともない、改正後の中間連

結財務諸表規則により作成しており

ます。 

――――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

31,207百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

31,633百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

30,900百万円 

※２ 担保に供している資産は次の

とおりであります。 

   担保に供している資産 

※２ 担保に供している資産は次の

とおりであります。 

   担保に供している資産 

※２ 担保に供している資産は次の

とおりであります。 

   担保に供している資産 

建物及び 
構築物 9,517百万円 (2,190百万円)

土地 107 (103   )

有形固定 
資産 
(その他) 

2,006 (2,006   )

投資有価 
証券 1,633 (  ―   )

合計 13,265 (4,300   )

建物及び 
構築物 2,294百万円 (2,294百万円)

土地 103 (103   )

有形固定 
資産 
(その他) 

2,178 (2,178   )

投資有価 
証券 2,305 ( ―   )

合計 6,880 (4,575   )

建物及び
構築物 2,333百万円 (2,333百万円)

土地 103 (103   )

有形固定
資産 
(その他) 

2,267 (2,267   )

投資有価
証券 2,517 ( ―   )

合計 7,221 (4,703   )

   上記に対応する債務 

短期借入金 1,400百万円 (1,400百万円)

流動負債 
(その他) 203 (  ―   )

長期未払金 8,458 (  ―   )

合計 10,061 (1,400   )

   上記に対応する債務 

   上記のうち( )内の金額(内

数)は工場財団抵当資産並び

に当該債務を示しておりま

す。 

短期借入金 1,400百万円 (1,400百万円)

   上記に対応する債務 

   上記のうち( )内の金額(内

数)は工場財団抵当資産並び

に当該債務を示しておりま

す。 

短期借入金 1,400百万円 (1,400百万円)

   上記のうち( )内の金額(内

数)は工場財団抵当資産並び

に当該債務を示しておりま

す。 

    

※３       ――――― 

  

※３ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理 

   中間連結会計期間末日満期手

形は、手形交換日をもって決

済処理しております。なお、

当中間連結会計期間末日が金

融機関の休日であったため、

次の中間連結会計期間末日満

期手形が中間連結会計期間末

残高に含まれております。 

受取手形 577百万円

支払手形 149百万円

設備支払手形 41百万円

※３       ――――― 

  

４ 売掛債権譲渡高 

1,480百万円 

４ 売掛債権譲渡高 

1,551百万円 

４ 売掛債権譲渡高 

1,463百万円 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 2百万円

機械及び装置 5 

その他 20 

合計 28 

※１ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 4百万円

その他 17 

合計 21 

※１ 固定資産除却損の内訳は次の

とおりであります。 

建物及び構築物 50百万円

その他 129 

合計 179 

※２ 減損損失 

   当社グループは、次の資産に

ついて、減損損失を計上してお

ります。 

※２       ――――― 

    

※２ 減損損失 

   当社グループは、次の資産に

ついて、減損損失を計上してお

ります。 

用途 種類 場所 

保管設備 
建物、機 
械装置、 
土地等 

東部物流
センター 
( 千 葉 県
野田市) 

  
用途 種類 場所 

保管設備
建物、機 
械装置、 
土地等 

東部物流
センター 
( 千 葉県
野田市) 

(グルーピングの方法) 

 原則として、事業の種類別セグメ

ントを基に区分し、賃貸用不動産及

び売却予定資産については、個々の

物件を単位としております。 

  (グルーピングの方法) 

 原則として、事業の種類別セグメ

ントを基に区分し、賃貸用不動産及

び売却予定資産については、個々の

物件を単位としております。 

(減損損失を認識するに至った経緯) 

 東部物流センターについては、平

成17年11月でアウトソーシングの予

定となっており、今後の利用見込み

がないことから、平成17年９月29日

の取締役会において、平成18年１月

末(予定)に売却することを決議いた

しました。この決議により、上記の

資産グループの帳簿価額を回収可能

価額まで減額しました。 

  (減損損失を認識するに至った経緯) 

 当社東部物流センターについて

は、平成17年11月でアウトソーシン

グの予定となり、今後の利用見込み

がないことから、平成17年９月29日

の取締役会において、平成18年１月

末に売却することを決議いたしまし

た。この決議により、上記の資産グ

ループの帳簿価額を回収可能価額ま

で減額しました。 

(減損損失の内訳) 

種類 金額(百万円) 

建物 190

機械装置 9

土地 63

その他 4

合計 268

  
(減損損失の内訳) 

種類 金額(百万円) 

建物 190 

機械装置 9 

土地 63 

その他 4 

合計 268 

(回収可能価額の金額) 

 回収可能価額は、正味売却価額

(売却予定額)により評価しておりま

す。 

  (回収可能価額の金額) 

 回収可能価額は、正味売却価額

(売却予定額)により評価しておりま

す。 



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) １ 普通株式の発行済株式総数の増加6,113,760株は、新株予約権の行使にともなう新株の発行による増加であります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の増加2,746,854株は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得による増加2,691,000株、単

元未満株式の買取りによる増加55,854株であります。 

３ 普通株式の自己株式の株式数の減少5,437,209株は、新株予約権の行使に自己株式を代用したことによる減少5,434,170

株、単元未満株式の買増請求による減少3,039株であります。 

  

２ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

  

 (2) 基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間後となるもの 

  

  
前連結会計年度末 
株式数(株) 

当中間連結会計期間
増加株式数(株) 

当中間連結会計期間
減少株式数(株) 

当中間連結会計期間末
株式数(株) 

発行済株式    

 普通株式 105,992,690 6,113,760 ― 112,106,450

 合計 105,992,690 6,113,760 ― 112,106,450

自己株式    

 普通株式 5,543,567 2,746,854 5,437,209 2,853,212

 合計 5,543,567 2,746,854 5,437,209 2,853,212

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 753 7.50 平成18年３月31日 平成18年７月１日 

決議 株式の種類 
配当金の 
総額(百万円) 

配当金の原資
１株当たり
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成18年11月９日 
取締役会 

普通株式 928 利益剰余金 8.50 平成18年９月30日 平成18年12月６日



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定   17,035百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金   ― 

取得日から３ヶ月 
以内に満期日又は 
償還日の到来する 
短期投資(有価証券) 

  ― 

現金及び現金同等物   17,035 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

  

現金及び預金勘定 11,672百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金 ―

取得日から３ヶ月
以内に満期日又は 
償還日の到来する 
短期投資(有価証券)

1,499

現金及び現金同等物 13,171

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

現金及び預金勘定   9,681百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金   ― 

取得日から３ヶ月
以内に満期日又は 
償還日の到来する 
短期投資(有価証券) 

  ― 

現金及び現金同等物   9,681 



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

    
建物及び 
構築物 
(百万円) 

  
  
合計 

(百万円) 
取得価額 
相当額   15 

    
15 
  

減価償却 
累計額 
相当額 

  11   11 

中間期末 
残高 
相当額 

  3   3 

    
建物及び
構築物 
(百万円) 

 
合計 
(百万円) 

取得価額 
相当額   15 15

減価償却 
累計額 
相当額 

  13 13

中間期末 
残高 
相当額 

  1 1

建物及び 
構築物 
(百万円) 

  
  
合計 

(百万円) 
取得価額
相当額 15   15 

減価償却
累計額 
相当額 

12   12 

期末残高
相当額 2   2 

  
(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 2百万円

１年超 2 

合計 4 

  
(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年以内 2百万円

１年超 0 

合計 2 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

１年以内 2百万円

１年超 1 

合計 3 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 1百万円

減価償却費 
相当額 

0 

支払利息 
相当額 

0 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 1百万円

減価償却費
相当額 

0 

支払利息
相当額 

0 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 2百万円

減価償却費
相当額 

1 

支払利息
相当額 

0 

(4) 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

  利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

(4) 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

  利息相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

  利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

当中間連結会計期間末において、時価のある「満期保有目的の債券」を保有しておりません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 4,575 7,794 3,219

(2) その他 13 13 0

計 4,588 7,808 3,219

区分 
前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

(1) 満期保有目的の債券 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

   非上場割引債 149

計 149

(2) その他有価証券 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

 ① 非上場株式 331

 ② その他 48

計 379



当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

当中間連結会計期間末において、時価のある「満期保有目的の債券」を保有しておりません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 5,544 9,883 4,339

(2) その他 13 14 0

計 5,557 9,897 4,339

区分 
当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

(1) 満期保有目的の債券 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

 ① 非上場外国債券 500

 ② コマーシャルペーパー 1,499

 ③ 非上場割引債 19

計 2,019

(2) その他有価証券 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

 ① 非上場株式 324

 ② その他 48

計 372



前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

当連結会計年度末において、時価のある「満期保有目的の債券」を保有しておりません。 

  

２ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いておりますので、該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いておりますので、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度末(平成18年３月31日) 

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いておりますので、該当事項はありません。 

  

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 5,668 10,376 4,708

(2) その他 13 14 1

計 5,681 10,391 4,709

区分 
前連結会計年度末
(平成18年３月31日) 

(1) 満期保有目的の債券 連結貸借対照表計上額(百万円)

 ① 非上場外国債券 500

 ② 非上場割引債 149

計 649

(2) その他有価証券 連結貸借対照表計上額(百万円)

 ① 非上場株式 331

 ② その他 48

計 379



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主要製品又は内容 

  薬業…………医薬品、農業薬品 

  その他………不動産賃貸 

  

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主要製品又は内容 

  薬業………………医薬品、農業薬品 

  不動産事業………不動産賃貸、ビルメンテナンス他 

３ 当中間連結会計期間より、事業の種類別セグメントの名称を実態に即して、その他事業から不動産事業に変更しておりま

す。 

  

  
薬業 
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

36,610 1,158 37,768 ― 37,768

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― 149 149 (149) ―

計 36,610 1,307 37,918 (149) 37,768

  営業費用 32,667 712 33,379 (149) 33,230

  営業利益 3,943 594 4,538 ― 4,538

  
薬業 
(百万円) 

不動産事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

36,662 1,179 37,841 ― 37,841

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― 151 151 (151) ―

計 36,662 1,330 37,992 (151) 37,841

  営業費用 33,176 643 33,820 (151) 33,669

  営業利益 3,485 686 4,172 ― 4,172



前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主要製品又は内容 

  薬業…………医薬品、農業薬品 

  その他………不動産賃貸 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成18年４月１

日 至 平成18年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

本邦以外の国又は地域に所在する支店及び連結子会社はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成18年４月１

日 至 平成18年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

海外売上高が、いずれも連結売上高の100分の10未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

  
薬業 
(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高 

73,215 2,325 75,540 ― 75,540

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― 303 303 (303) ―

計 73,215 2,628 75,843 (303) 75,540

  営業費用 66,089 1,394 67,484 (303) 67,181

  営業利益 7,126 1,233 8,359 ― 8,359



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

２ １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額 

  

項目 
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 519円24銭 570円46銭 543円49銭 

１株当たり中間(当期)純利益 
金額 

23円31銭 23円85銭 40円23銭 

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益金額 

18円52銭 22円58銭 33円24銭 

  
前中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

純資産の部の合計額          (百万円) ― 62,324 ―

純資産の部の合計額から控除する金額  (百万円) ― ― ―

普通株式に係る純資産額        (百万円) ― 62,324 ―

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数              (千株) ― 109,253 ―

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益金額  
中間(当期)純利益           (百万円) 2,158 2,561 3,886

普通株主に帰属しない金額       (百万円) ― ― 43

(うち利益処分による役員賞与)     (百万円) ― ― 43

普通株式に係る中間(当期)純利益    (百万円) 2,158 2,561 3,842

普通株式の期中平均株式数        (千株) 92,613 107,378 95,534

   
潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額  
中間(当期)純利益調整額        (百万円) ― ― ―

(うち支払利息(税額相当額控除後))   (百万円) ― ― ―

普通株式増加数             (千株) 23,930 6,067 20,087

(うち転換社債)             (千株) 10,291 2,799 6,836

(うち新株予約権付社債)         (千株) 13,638 3,267 13,250

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり中間(当期)純利益金額の算定に含まれなか
った潜在株式の概要 

― ― ―



(重要な後発事象) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――――― 
  

――――――
  

１ 円建転換社債型新株予約権付社
債のコールオプション条項の権利
の発生及び行使について 
  当社において、科研製薬株式会
社2007年９月30日満期円建転換社
債型新株予約権付社債(2002年７
月25日発行、2007年９月30日満
期)のコールオプション条項の権
利が平成18年４月14日に発生し、
平成18年４月18日開催の当社臨時
取締役会で、当該権利を行使し平
成18年６月23日の残存額全額を次
のとおり繰上償還することを決議
いたしました。 

  なお、平成18年４月18日から平
成18年６月16日の間に本社債は全
て新株予約権の行使が行われ、次
のような状況が生じております。 

(1) 繰上償還対象額(額面) 
8,395百万円 

(平成18年３月31日現在)
(2) 繰上償還金額 

額面1,000,000円につき 
金1,000,000円 

(3) 転換請求最終日 
平成18年６月16日 

代用自己株式の種類及び数 

普通株式  5,393,187株 

自己株式処分差益 

165百万円 

発行株式の種類及び数 

普通株式  6,034,395株 

資本金増加額 2,214百万円 

資本準備金増加額 2,202百万円 

  ２ 自己の株式の取得 
  平成18年５月12日開催の取締役
会において、会社法第165条第２
項の規定に基づく定款の定めによ
り、自己の株式の買受けを次のと
おり決議いたしました。 

  なお、平成18年５月16日から平
成18年６月13日の間に、当該自己
の株式の買受けは全て市場買受け
により、次のとおり取得し終了し
ております。 

(1) 取得する株式の種類 
当社普通株式 

(2) 取得する株式の総数 
2,100,000株(上限)

(3) 株式の取得価額の総額 
2,000百万円(上限)

(4) 自己の株式の買受けの期間 
平成18年５月15日から 
平成18年９月29日まで 

(5) 自己の株式の買受けの方法 
 東京証券取引所における市
場買受け 

買受け株式数 2,100,000株 

買受け総額 1,771百万円 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   16,589   11,184 9,287   

２ 受取手形 ※３ 3,013   2,999 2,676   

３ 売掛金   29,536   31,378 29,391   

４ 有価証券   149   1,519 149   

５ たな卸資産   9,862   9,556 9,598   

６ 繰延税金資産   1,226   1,146 978   

７ その他   2,128   2,297 2,683   

  貸倒引当金   △3   △3 △3   

流動資産合計    62,503 56.1 60,078 56.3   54,761 53.5

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１ 
※２        

(1) 建物   17,088   16,849 16,935   

(2) 土地   3,792   3,224 3,224   

(3) その他   3,098   3,475 3,406   

計   23,979   23,550 23,567   

２ 無形固定資産   235   263 286   

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券 ※２ 8,185   10,767 11,268   

(2) 関係会社 
  長期貸付金   7,970   6,790 7,010   

(3) 繰延税金資産   3,239   791 896   

(4) その他   5,398   4,589 4,814   

  貸倒引当金   △188   △188 △188   

計   24,605   22,750 23,801   

固定資産合計    48,820 43.9 46,565 43.7   47,655 46.5

資産合計    111,323 100.0 106,643 100.0   102,416 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形 ※３ 94   155 86   

２ 買掛金   12,704   15,489 11,970   

３ 短期借入金 ※２ 5,380   5,380 5,380   
４ 一年以内償還予定 
  転換社債   ―   1,747 ―   

５ 未払金   3,362   3,725 3,489   

６ 未払法人税等   1,400   1,666 ―   

７ 引当金          

(1) 賞与引当金   1,128   1,152 1,146   

(2) 売上割戻引当金   781   869 807   

(3) その他の引当金   15   33 24   

８ 設備支払手形 ※３ 30   81 42   

９ その他 ※２ 
※４ 991   993 886   

流動負債合計    25,890 23.3 31,294 29.3   23,835 23.3

Ⅱ 固定負債          

１ 社債   9,900   ― 8,395   

２ 転換社債   2,785   ― 1,797   

３ 長期借入金   3,000   3,000 3,000   

４ 長期未払金 ※２ 8,458   ― ―   

５ 引当金          

(1) 退職給付引当金   5,850   5,052 5,733   

(2) 役員退職慰労 
  引当金   272   323 297   

６ その他   408   394 381   

固定負債合計    30,674 27.5 8,770 8.3   19,604 19.1

負債合計    56,564 50.8 40,065 37.6   43,440 42.4

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    19,489 17.5 ― ―   20,737 20.3

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   18,209   ― 19,449   

２ その他資本剰余金   11   ― 12   

 資本剰余金合計    18,220 16.4 ― ―   19,462 19.0

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   1,413   ― 1,413   

２ 任意積立金   8,235   ― 8,235   

３ 中間(当期) 
  未処分利益   9,237   ― 10,118   

利益剰余金合計    18,886 17.0 ― ―   19,767 19.3

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    1,909 1.7 ― ―   2,793 2.7

Ⅴ 自己株式    △3,747 △3.4 ― ―   △3,784 △3.7

資本合計    54,758 49.2 ― ―   58,976 57.6

負債資本合計    111,323 100.0 ― ―   102,416 100.0

           



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(純資産の部)          

Ⅰ 株主資本          

１ 資本金    ― ― 22,977 21.5   ― ―

２ 資本剰余金          

(1) 資本準備金   ―   21,677 ―   

(2) その他資本剰余金   ―   180 ―   

資本剰余金合計    ― ― 21,857 20.5   ― ―

３ 利益剰余金          

(1) 利益準備金   ―   1,413 ―   

(2) その他利益剰余金          

固定資産圧縮 
積立金   ―   121 ―   

別途積立金   ―   9,000 ―   

繰越利益剰余金   ―   10,911 ―   

利益剰余金合計    ― ― 21,446 20.1   ― ―

４ 自己株式    ― ― △2,290 △2.1   ― ―

株主資本合計    ― ― 63,990 60.0   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等          

１ その他有価証券 
  評価差額金    ― ― 2,574 2.4   ― ―

２ 繰延ヘッジ損益    ― ― 13 0.0   ― ―

評価・換算差額等 
合計    ― ― 2,587 2.4   ― ―

純資産合計    ― ― 66,578 62.4   ― ―

負債純資産合計    ― ― 106,643 100.0   ― ―

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    36,952 100.0 36,930 100.0   74,001 100.0

Ⅱ 売上原価    18,586 50.3 18,672 50.6   37,761 51.0

売上総利益    18,366 49.7 18,258 49.4   36,240 49.0

返品調整引当金 
繰入額    5 0.0 8 0.0   15 0.0

差引売上総利益    18,360 49.7 18,249 49.4   36,225 49.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費    14,121 38.2 14,359 38.9   28,439 38.4

営業利益    4,238 11.5 3,889 10.5   7,785 10.6

Ⅳ 営業外収益 ※１  237 0.6 272 0.7   515 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※２  531 1.4 382 1.0   1,153 1.6

経常利益    3,944 10.7 3,778 10.2   7,147 9.7

Ⅵ 特別利益 ※３  456 1.2 342 0.9   1,773 2.4

Ⅶ 特別損失 ※４ 
※５  703 1.9 21 0.0   1,980 2.7

税引前中間(当期) 
純利益    3,697 10.0 4,099 11.1   6,940 9.4

法人税、住民税 
及び事業税   1,277   1,545 927   

法人税等調整額   347 1,624 4.4 78 1,623 4.4 2,331 3,259 4.4

中間(当期)純利益    2,073 5.6 2,476 6.7   3,680 5.0

前期繰越利益    7,164 ―   7,164 

中間配当額    ― ―   726 

中間(当期)未処分 
利益    9,237 ―   10,118 

           



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

(注) 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 株主資本
合計 資本 

準備金 

その他 
資本 
剰余金 

資本
剰余金 
合計 

利益
準備金 

その他利益剰余金
利益 
剰余金 
合計 

固定資産
圧縮 
積立金 

別途
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年３月31日残高 
(百万円) 20,737 19,449 12 19,462 1,413 235 8,000 10,118 19,767 △3,784 56,182 

中間会計期間中の変動額                       

 新株の発行 2,239 2,227   2,227             4,467 

 剰余金の配当(注)               △753 △753   △753 

 役員賞与(注)               △43 △43   △43 

 別途積立金の積立(注)             1,000 △1,000 ―   ― 

 固定資産圧縮積立金の取崩 
 (注)           △113   113 ―   ― 

 中間純利益               2,476 2,476   2,476 

 自己株式の取得                   △2,318 △2,318 

 自己株式の処分     168 168           3,812 3,980 

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額 
(純額) 

                      

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) 2,239 2,227 168 2,395 ― △113 1,000 792 1,679 1,493 7,807 

平成18年９月30日残高 
(百万円) 22,977 21,677 180 21,857 1,413 121 9,000 10,911 21,446 △2,290 63,990 

  
評価・換算差額等

純資産合計 その他有価証券 
評価差額金 繰延ヘッジ損益 評価・換算差額等合計

平成18年３月31日残高(百万円) 2,793 ― 2,793 58,976 

中間会計期間中の変動額         

 新株の発行       4,467 

 剰余金の配当(注)       △753 

 役員賞与(注)       △43 

 別途積立金の積立(注)       ― 

 固定資産圧縮積立金の取崩(注)       ― 

 中間純利益       2,476 

 自己株式の取得       △2,318 

 自己株式の処分       3,980 

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額(純額) △219 13 △206 △206 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) △219 13 △206 7,601 

平成18年９月30日残高(百万円) 2,574 13 2,587 66,578 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

  



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 満期保有目的の債券 

     償却原価法(定額法) 

  ② 子会社株式及び関連会社株

式 

     移動平均法による原価法 

  ③ その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は、全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は、移

動平均法により算定してお

ります。) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 満期保有目的の債券 

同左 

  ② 子会社株式 

同左 

  

  ③ その他有価証券 

    時価のあるもの 

     中間決算末日の市場価格

等に基づく時価法(評価差

額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は、

移動平均法により算定して

おります。) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

  ① 満期保有目的の債券 

同左 

  ② 子会社株式及び関連会社株

式 

同左 

  ③ その他有価証券 

    時価のあるもの 

     期末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は、

全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均

法により算定しておりま

す。) 

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

    時価のないもの 

同左 

    時価のないもの 

同左 

 (2) デリバティブ 

    時価法 

 (2) デリバティブ 

同左 

 (2) デリバティブ 

同左 

 (3) たな卸資産 

    総平均法による原価法 

 (3) たな卸資産 

同左 

 (3) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

    定率法 

     ただし、駒込事業所の建

物、構築物及び機械装置に

ついては定額法 

     なお、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附

属設備を除く)について

は、定額法を採用しており

ます。 

     主な耐用年数は次のとお

りであります。 

    建物        50年 

    その他(機械装置)７～８年 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

同左 

 (2) 無形固定資産 

    定額法 

     なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用して

おります。 

 (2) 無形固定資産 

同左 

  

 (2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

    定額法 

 (3) 長期前払費用 

同左 

 (3) 長期前払費用 

同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   売上債権等の貸倒れによる損

失に備えて、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個

別に回収可能性を検討し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員の賞与支給に備えて、

支給対象期間に基づく賞与支給

見込額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

同左 

  

 (2) 賞与引当金 

同左 

  

 (3) 返品調整引当金 

   当中間会計期間末日後の返品

による損失に備えて、売掛債権

を基準とし法人税法に規定する

限度相当額を計上しておりま

す。 

 (3) 返品調整引当金 

同左 

  

 (3) 返品調整引当金 

   当事業年度末日後の返品によ

る損失に備えて、売掛債権を基

準とし法人税法に規定する限度

相当額を計上しております。 

 (4) 売上割戻引当金 

   販売した製商品に対する将来

の売上割戻しに備えて、当中間

会計期間末売掛金に割戻見積率

を乗じた金額を計上しておりま

す。 

 (4) 売上割戻引当金 

同左 

  

 (4) 売上割戻引当金 

   販売した製商品に対する将来

の売上割戻しに備えて、当事業

年度末売掛金に割戻見積率を乗

じた金額を計上しております。 

 (5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えて、

当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基

づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額

を計上しております。 

なお、会計基準変更時差異

(7,874百万円)については、15

年による均等額を費用処理して

おります。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による定

額法により費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理すること

としております。 

 (5) 退職給付引当金 

同左 

 (5) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えて、

当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

会計基準変更時差異は、15年

による均等額を費用処理してお

ります。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による定

額法により費用処理しておりま

す。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理しており

ます。 

 (6) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備

えて、内規に基づく中間期末要

支給額を計上しております。 

 (6) 役員退職慰労引当金 

同左 

 (6) 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支給に備

えて、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。 

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

４ 外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算基準 

  外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

５ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

５ リース取引の処理方法 

同左 

５ リース取引の処理方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理に

よっております。 

なお、特例処理の要件を満た

している金利スワップについて

は特例処理に、振当処理の要件

を満たしている為替予約につい

ては振当処理によっておりま

す。 

６ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 

 (1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

金利スワップ取引及び為替予

約取引 

ヘッジ対象 

変動金利による長期借入金、

外貨建金銭債権債務及び外貨建

予定取引 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(3) ヘッジ方針 

資金調達及び外貨建取引金額

の範囲内で取り組んでおり、投

機的な取引は行わない方針であ

ります。 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

 (3) ヘッジ方針 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象とヘッジ手段の重

要な条件が同一であり、ヘッジ

開始時及びその後も継続して相

場変動を完全に相殺するものと

想定することができるため、有

効性の判定は省略しておりま

す。 

また、特例処理によっている

金利スワップ及び振当処理によ

っている為替予約についても同

様に有効性の判定を省略してお

ります。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

   消費税等の会計処理は税抜方

式を採用しております。 

７ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 

７ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

  消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」(企業会計審議会 平成14

年８月９日))及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業

会計基準適用指針第６号 平成15年

10月31日)を適用しております。こ

れにより税引前中間純利益は268百

万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

――――― (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度より、固定資産の減損

に係る会計基準(「固定資産の減損

に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８

月９日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計

基準適用指針第６号 平成15年10月

31日)を適用しております。これに

より税引前当期純利益は268百万円

減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。 

――――― (貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

 当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第５号 平成

17年12月９日)及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日)を

適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は66,564百万円でありま

す。 

 また、これによる損益の影響はあ

りません。 

 なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正にと

もない、改正後の中間財務諸表等規

則により作成しております。 

――――― 

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

(中間貸借対照表) 

 投資有価証券は資産の総額の100分の５を超えたた

め、独立科目で掲記することとしました。 

 なお、前中間会計期間は固定資産の投資その他の資産

「その他」に5,600百万円含まれております。 

――――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

26,495百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

26,800百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

26,137百万円 

※２ 担保に供している資産及び担

保付債務 

   担保に供している資産 

  

  

  

  

   上記に対応する債務 

   上記のうち( )内の金額(内

数)は工場財団抵当資産並び

に当該債務を示しておりま

す。 

有形固定 
資産 11,632百万円 (4,300百万円)

投資有価 
証券 1,633 (  ―   )

合計 13,265 (4,300   )

短期借入金 1,400百万円 (1,400百万円)

流動負債 
(その他) 203 (  ―   )

長期未払金 8,458 (  ―   )

合計 10,061 (1,400   )

※２ 担保に供している資産及び担

保付債務 

   担保に供している資産 

   上記に対応する債務 

   上記のうち( )内の金額(内

数)は工場財団抵当資産並び

に当該債務を示しておりま

す。 

建物 2,093百万円 (2,093百万円)

土地 103 ( 103   )

有形固定 
資産 
(その他) 

2,378 (2,378   )

投資有価 
証券 2,305 (  ―   )

合計 6,880 (4,575   )

短期借入金 1,400百万円 (1,400百万円)

※２ 担保に供している資産及び担

保付債務 

   担保に供している資産 

   上記に対応する債務 

   上記のうち( )内の金額(内

数)は工場財団抵当資産並び

に当該債務を示しておりま

す。 

建物 2,131百万円 (2,131百万円)

土地 103 ( 103   )

有形固定
資産 
(その他) 

2,469 (2,469   )

投資有価
証券 2,517 (  ―   )

合計 7,221 (4,703   )

短期借入金 1,400百万円 (1,400百万円)

※３       ――――― 

  

※３ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理 

   中間会計期間末日満期手形

は、手形交換日をもって決済

処理しております。なお、当

中間会計期間末日が金融機関

の休日であったため、次の中

間会計期間末日満期手形が中

間会計期間末残高に含まれて

おります。 

受取手形 557百万円

支払手形 79百万円

設備支払手形 41百万円

※３       ――――― 

  

※４ 仮払消費税等及び仮受消費税

等は相殺のうえ、流動負債の

その他に含めて表示しており

ます。 

※４   同左 ※４    ――――― 

 ５ 売掛債権譲渡高 

1,480百万円 

 ５ 売掛債権譲渡高 

1,551百万円 

 ５ 売掛債権譲渡高 

1,463百万円 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 

    受取利息 

82百万円 

    受取配当金 

100百万円 

※１ 営業外収益の主要項目 

    受取利息 

74百万円 

    受取配当金 

106百万円 

※１ 営業外収益の主要項目 

    受取利息 

159百万円 

    受取配当金 

140百万円 

※２ 営業外費用の主要項目 

    支払利息 

205百万円 

262百万円 

    たな卸資産処分損 

50百万円 

退職給付会計 

変更時差異償却額 

※２ 営業外費用の主要項目 

    支払利息 

58百万円 

262百万円 

  

退職給付会計 

変更時差異償却額 

※２ 営業外費用の主要項目 

    支払利息 

410百万円 

524百万円 

退職給付会計 

変更時差異償却額 

※３ 特別利益の主要項目 

    投資有価証券売却益 

444百万円 

※３ 特別利益の主要項目 

    退職給付信託設定益 

342百万円 

※３ 特別利益の主要項目 

    投資有価証券売却益 

1,612百万円 

※４ 特別損失の主要項目 

    固定資産除却損 

 機械及び 

 装置 
5百万円

 工具器具 

 及び備品 
4 

 その他 18 

 合計 28 

※４ 特別損失の主要項目 

    固定資産除却損 

 建物 4百万円

 その他 17 

 合計 21 

※４ 特別損失の主要項目 

    固定資産除却損 

 建物 50百万円

 その他 128 

 合計 179 

    関係会社株式評価損 

401百万円 

    減損損失 

268百万円 

      関係会社株式評価損 

401百万円 

    関係会社整理損 

1,112百万円 

    減損損失 

268百万円 

※５ 減損損失 ※５    ――――― ※５ 減損損失 

 当社は、次の資産について、減損

損失を計上しております。 

   当社は、次の資産について、減損

損失を計上しております。 

  

用途 種類 場所 

保管設備 

建物、機 

械装置、 

土地等 

東部物流

センター 

( 千 葉 県

野田市) 

  

  

用途 種類 場所 

保管設備 

建物、機 

械装置、 

土地等 

東部物流

センター 

( 千 葉県

野田市) 

(グルーピングの方法) 

 原則として、事業を区分とし、賃

貸用不動産及び売却予定資産につい

ては、個々の物件を単位としており

ます。 

  (グルーピングの方法) 

 原則として、事業を区分とし、賃

貸用不動産及び売却予定資産につい

ては、個々の物件を単位としており

ます。 

(減損損失を認識するに至った経緯) 

 東部物流センターについては、平

成17年11月でアウトソーシングの予

定となっており、今後の利用見込み

がないことから、平成17年９月29日

の取締役会において、平成18年１月

末(予定)に売却することを決議いた

しました。この決議により、上記の

資産グループの帳簿価額を回収可能

価額まで減額しました。 

  (減損損失を認識するに至った経緯) 

 東部物流センターについては、平

成17年11月でアウトソーシングの予

定となり、今後の利用見込みがない

ことから、平成17年９月29日の取締

役会において、平成18年１月末に売

却することを決議いたしました。こ

の決議により、上記の資産グループ

の帳簿価額を回収可能価額まで減額

しました。 



  

  

次へ 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(減損損失の内訳) 

種類 金額(百万円) 

建物 190

機械装置 9

土地 63

その他 4

合計 268

  
(減損損失の内訳) 

種類 金額(百万円) 

建物 190 

機械装置 9 

土地 63 

その他 4 

合計 268 

(回収可能価額の金額) 

 回収可能価額は、正味売却価額

(売却予定額)により評価しておりま

す。 

  (回収可能価額の金額) 

 回収可能価額は、正味売却価額

(売却予定額)により評価しておりま

す。 

 ６ 減価償却実施額 

    有形固定資産 

798百万円 

    無形固定資産 

44百万円 

 ６ 減価償却実施額 

    有形固定資産 

818百万円 

    無形固定資産 

52百万円 

 ６ 減価償却実施額 

    有形固定資産 

1,705百万円 

    無形固定資産 

92百万円 



 (中間株主資本等変動計算書関係) 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) １ 普通株式の自己株式の株式数の増加2,746,854株は、取締役会の決議に基づく自己株式の取得による増加2,691,000株、単

元未満株式の買取りによる増加55,854株であります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の減少5,437,209株は、新株予約権の行使に自己株式を代用したことによる減少5,434,170

株、単元未満株式の買増請求による減少3,039株であります。 

  

  
前事業年度末 
株式数(株) 

当中間会計期間
増加株式数(株) 

当中間会計期間
減少株式数(株) 

当中間会計期間末 
株式数(株) 

自己株式    

 普通株式 5,543,567 2,746,854 5,437,209 2,853,212

 合計 5,543,567 2,746,854 5,437,209 2,853,212



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

前事業年度末(平成18年３月31日) 

子会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

    
建物 
(百万円)   

合計 
(百万円) 

取得価額 
相当額   15   15

減価償却 
累計額 
相当額 

  11   11

中間期末 
残高 
相当額 

  3   3

   
建物
(百万円) 

合計
(百万円) 

取得価額 
相当額   15 15

減価償却 
累計額 
相当額 

  13 13

中間期末 
残高 
相当額 

  1 1

建物 
(百万円)   

合計 
(百万円) 

取得価額
相当額 15   15 

減価償却
累計額 
相当額 

12   12 

期末残高
相当額 2   2 

  
(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 
１年以内 2百万円

１年超 2 

合計 4 

  
(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 
１年以内 2百万円

１年超 0 

合計 2 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  
１年以内 2百万円

１年超 1 

合計 3 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 
支払リース料 1百万円
減価償却費 
相当額 

0 

支払利息 
相当額 

0 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 
支払リース料 1百万円
減価償却費
相当額 

0 

支払利息
相当額 

0 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 
支払リース料 2百万円
減価償却費
相当額 

1 

支払利息
相当額 

0 

(4) 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

  利息相当額の算定方法 

   リース料総額とリース物件の

取得価額相当額との差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

(4) 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

  利息相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額及び利息相当

額の算定方法 

  減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

  利息相当額の算定方法 

同左 



(１株当たり情報) 

  

(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

  

２ １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 565円28銭 609円39銭 586円69銭 

１株当たり中間(当期)純利益 
金額 

22円39銭 23円06銭 38円07銭 

潜在株式調整後１株当たり 
中間(当期)純利益金額 

17円79銭 21円83銭 31円46銭 

  
前中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

純資産の部の合計額        (百万円) ― 66,578 ―

純資産の部の合計額から控除する金額(百万円) ― ― ―

普通株式に係る純資産額      (百万円) ― 66,578 ―

１株当たり純資産額の算定に用いられた 
普通株式の数            (千株) ― 109,253 ―

  
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

１株当たり中間(当期)純利益金額  

中間(当期)純利益         (百万円) 2,073 2,476 3,680

普通株主に帰属しない金額     (百万円) ― ― 43

(うち利益処分による役員賞与)   (百万円) ― ― 43

普通株式に係る中間(当期)純利益  (百万円) 2,073 2,476 3,637

普通株式の期中平均株式数      (千株) 92,613 107,378 95,534

   

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益
金額  

中間(当期)純利益調整額      (百万円) ― ― ―

(うち支払利息(税額相当額控除後)) (百万円) ― ― ―

普通株式増加数           (千株) 23,930 6,067 20,087

(うち転換社債)           (千株) 10,291 2,799 6,836

(うち新株予約権付社債)       (千株) 13,638 3,267 13,250

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)純利益金額の算定に含
まれなかった潜在株式の概要 

― ― ―



(重要な後発事象) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――― ――――― １ 円建転換社債型新株予約権付社
債のコールオプション条項の権利
の発生及び行使について 
  科研製薬株式会社2007年９月30
日満期円建転換社債型新株予約権
付社債(2002年７月25日発行、
2007年９月30日満期)のコールオ
プション条項の権利が平成18年４
月14日に発生し、平成18年４月18
日開催の臨時取締役会で、当該権
利を行使し平成18年６月23日の残
存額全額を次のとおり繰上償還す
ることを決議いたしました。 

  なお、平成18年４月18日から平
成18年６月16日の間に本社債は全
て新株予約権の行使が行われ、次
のような状況が生じております。 

(1) 繰上償還対象額(額面) 
8,395百万円 

(平成18年３月31日現在)
(2) 繰上償還金額 

額面1,000,000円につき 
金1,000,000円 

(3) 転換請求最終日 
平成18年６月16日 

代用自己株式の種類及び数 

普通株式  5,393,187株 

自己株式処分差益 

165百万円 

発行株式の種類及び数 

普通株式  6,034,395株 

資本金増加額 2,214百万円 

資本準備金増加額 2,202百万円 

    ２ 自己の株式の取得 
  平成18年５月12日開催の取締役
会において、会社法第165条第２
項の規定に基づく定款の定めによ
り、自己の株式の買受けを次のと
おり決議いたしました。 

  なお、平成18年５月16日から平
成18年６月13日の間に、当該自己
の株式の買受けは全て市場買受け
により、次のとおり取得し終了し
ております。 

(1) 取得する株式の種類 
当社普通株式 

(2) 取得する株式の総数 
2,100,000株(上限)

(3) 株式の取得価額の総額 
2,000百万円(上限)

(4) 自己の株式の買受けの期間 
平成18年５月15日から 
平成18年９月29日まで 

(5) 自己の株式の買受けの方法 
 東京証券取引所における市
場買受け 

買受け株式数 2,100,000株 

買受け総額 1,771百万円 



 (2) 【その他】 

中間配当 

平成18年11月９日開催の取締役会において、第87期中間配当を行うことを決議いたしました。 

  

中間配当金総額 928百万円

１株当たりの額 8円50銭



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

  
事業年度 
(第86期) 

  
自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  
平成18年６月29日 
関東財務局長に提出 

(2) 
  
自己株券買付 
状況報告書 

  報告期間   
  
自 平成18年３月１日 
至 平成18年３月31日 

  
  
平成18年４月７日 
関東財務局長に提出 

      報告期間   
  
自 平成18年４月１日 
至 平成18年４月30日 

  
  
平成18年５月11日 
関東財務局長に提出 

      報告期間   
  
自 平成18年５月１日 
至 平成18年５月31日 

  
  
平成18年６月９日 
関東財務局長に提出 

      報告期間   
  
自 平成18年５月12日 
至 平成18年５月31日 

  
  
平成18年６月９日 
関東財務局長に提出 

      報告期間   
  
自 平成18年６月１日 
至 平成18年６月29日 

  
  
平成18年７月10日 
関東財務局長に提出 

      報告期間   
  
自 平成18年６月１日 
至 平成18年６月30日 

  
  
平成18年７月10日 
関東財務局長に提出 

      報告期間   
  
自 平成18年７月１日 
至 平成18年７月31日 

  
  
平成18年８月８日 
関東財務局長に提出 

      報告期間   
  
自 平成18年８月１日 
至 平成18年８月31日 

  
  
平成18年９月11日 
関東財務局長に提出 

      報告期間   
  
自 平成18年９月１日 
至 平成18年９月30日 

  
  
平成18年10月10日 
関東財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月10日

科 研 製 薬 株 式 会 社 

取 締 役 会  御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている科研製

薬株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金

計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、科研製薬株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用して

いるため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

聖 橋 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  山  本  嘉  彦   

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  松  田  信  彦   

  
(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月11日

科 研 製 薬 株 式 会 社 

取 締 役 会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている科研製

薬株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成18年４月１日から平

成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資

本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、科研製薬株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

  

聖 橋 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  山  本  嘉  彦   

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  松  田  信  彦   

指定社員 
業務執行社員 

  公認会計士  濵  田     尊   

  
(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月10日

科 研 製 薬 株 式 会 社 

取 締 役 会  御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている科研製

薬株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第86期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成

17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書について中間監査を行った。この

中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、科研製薬株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用している

ため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

聖 橋 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  山  本  嘉  彦   

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  松  田  信  彦   

  
(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月11日

科 研 製 薬 株 式 会 社 

取 締 役 会  御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている科研製

薬株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第87期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から平成

18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書に

ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務

諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、科研製薬株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月１日

から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

聖 橋 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  山  本  嘉  彦   

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  松  田  信  彦   

指定社員 
業務執行社員 

 公認会計士  濵  田     尊   

  
(※) 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)発行済株式総数、資本金等の状況
	(4)大株主の状況
	(5)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価
	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	(1)中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結剰余金計算書
	④中間連結株主資本等変動計算書
	⑤中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高

	(2)その他

	２中間財務諸表等
	(1)中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	(2)その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/65
	pageform2: 2/65
	form1: EDINET提出書類  2006/12/12 提出
	form2: 科研製薬株式会社(266021)
	form3: 半期報告書
	pageform3: 3/65
	pageform4: 4/65
	pageform5: 5/65
	pageform6: 6/65
	pageform7: 7/65
	pageform8: 8/65
	pageform9: 9/65
	pageform10: 10/65
	pageform11: 11/65
	pageform12: 12/65
	pageform13: 13/65
	pageform14: 14/65
	pageform15: 15/65
	pageform16: 16/65
	pageform17: 17/65
	pageform18: 18/65
	pageform19: 19/65
	pageform20: 20/65
	pageform21: 21/65
	pageform22: 22/65
	pageform23: 23/65
	pageform24: 24/65
	pageform25: 25/65
	pageform26: 26/65
	pageform27: 27/65
	pageform28: 28/65
	pageform29: 29/65
	pageform30: 30/65
	pageform31: 31/65
	pageform32: 32/65
	pageform33: 33/65
	pageform34: 34/65
	pageform35: 35/65
	pageform36: 36/65
	pageform37: 37/65
	pageform38: 38/65
	pageform39: 39/65
	pageform40: 40/65
	pageform41: 41/65
	pageform42: 42/65
	pageform43: 43/65
	pageform44: 44/65
	pageform45: 45/65
	pageform46: 46/65
	pageform47: 47/65
	pageform48: 48/65
	pageform49: 49/65
	pageform50: 50/65
	pageform51: 51/65
	pageform52: 52/65
	pageform53: 53/65
	pageform54: 54/65
	pageform55: 55/65
	pageform56: 56/65
	pageform57: 57/65
	pageform58: 58/65
	pageform59: 59/65
	pageform60: 60/65
	pageform61: 61/65
	pageform62: 62/65
	pageform63: 63/65
	pageform64: 64/65
	pageform65: 65/65


